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７ 個人情報保護委員会の監視・監督権限 

前月号では、個人情報保護委員会が、法律に基づき設置された独立性の高い合議制の国の行政機関、「３条委

員会」と呼ばれる組織であることを中心に説明した。 

個人情報保護委員会の権限としては、規則制定権をはじめ様々なものがあるが、本稿では、読者である民間事

業者等の皆さんにとって最も関心のあると思われる監視・監督権限に焦点を当てて説明する。 

現在、個人情報保護委員会や公正取引委員会等１０の３条委員会が設置されていることについては前月号で説

明したが、３条委員会であれば一律の監視・監督権限を有しているのではなく、それぞれの委員会においてその有

する監視・監督権限が異なる。 

例えば公正取引委員会では、現在の個人情報保護委員会では有してない監視・監督権限として、私的独占の

禁止及び公正取引の確保に関する法律（いわゆる「独占禁止法」）に基づく違反行為をした者に対して、その違反

行為を除くために必要な措置を命ずる「排除措置命令」や、私的独占・カルテル及び一定の不公正な取引方法の

違反事業者に対する「課徴金納付命令」などの権限が与えられている。 

また、個人情報保護委員会の業務には、大きく分けて個情法に基づくものとマイナンバー法に基づくものと、２種

類があることは前月号で説明したが、監視・監督権限についても個情法に基づくものとマイナンバー法に基づくもの

がある。 
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もっとも、個別の権限の詳細な説明に入る前に、現在の個人情報保護委員会が、実際にどのような方針で監視・

監督活動をしているのか説明しておいた方が、全体像を理解しやすいと思われるので、直近の令和８年度個人情

報保護員委員会活動方針25を基に、その基本的な方針を説明する。 

まず、個情法に基づく監視・監督活動として、個人データの漏えい等事案の報告に対しては各事案について効果

的・効率的に発生原因、再発防止策等の調査・分析を行い、同種の事態が起きないよう必要な指導・助言、勧告

等を機動的に行使する。そのほか漏えい等事案の報告以外にも、監視・監督業務に関わる人員体制を拡充しつつ、

個人情報保護法相談ダイヤル等に寄せられる情報を総合的に活用し、不断の監視等により発覚した個人データの

不適正な取扱事案について、個人情報取扱事業者等に対して指導・助言及び勧告を行うほか、必要に応じて個人

情報取扱事業者等への報告徴収及び立入検査を行う。勧告に従った個人情報等の取扱いの是正がなされていな

い個人情報取扱事業者等に対しては、必要に応じて命令を行うなど、適時適切に監視・監督権限を行使するものと

している。 

次に、マイナンバー法に基づくものとしては、マイナンバー苦情あっせん相談窓口等に寄せられる通報、メディア

報道等による各種の情報、保護評価書等を基に、平時においてマイナンバー法の遵守状況を確認するとともに、そ

れらの不断の監視等により発覚した特定個人情報の不適正な取扱事案や漏えい等事案の報告等があった場合に

おいては、各事案について効果的・効率的に発生原因、再発防止策等の調査・分析を行い、同種の事態が起きな

いよう機動的に必要な指導・助言、報告徴収・立入検査等の監視・監督権限を行使することとしている。 

このように、個人情報保護委員会の監視・監督権限は、単に違反行為に対して制裁を科すことを目的とするもの

ではなく、個人情報等の適正な取扱いを確保し、効率的・効果的に同種事案の再発防止を図る観点から、段階的

かつ機動的に運用されている点にその特徴があろう。 

 

８ 監視・監督権限の種類及びそのポイント 

以下、前述の監視・監督の方針にも出てくる具体的な監視・監督権限について説明する。ここでは、個情法に基

づくものとマイナンバー法に基づく権限は、根拠法令は異なるものの、その効果としては共通するものが多いので、

紙幅の関係もあり、個情法に基づく民間事業者等に対する６つの監視・監督権限について説明する。 

（１）報告徴収 

個人情報保護委員会は、個情法第１４６条第１項に基づき、第４章26（第５節を除く。）の規定の施行に必要な限

度において、個人情報取扱事業者、仮名加工情報取扱事業者、匿名加工情報取扱事業者又は個人関連情報

取扱事業者（以下、「個人情報取扱事業者等」という。）その他の関係者に対し、個人情報、仮名加工情報、匿

名加工情報又は個人関連情報（以下、「個人情報等」という。）の取扱いに関し、必要な報告若しくは資料の提出

を求めることができる。 

 

25 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/R8_katsudouhoushin.pdf ７頁及び１２頁 

26 https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000057/ 第４章は「個人情報取扱事業者等の義務等」、第５節は「認定個

人情報保護団体の規定」 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/R8_katsudouhoushin.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000057/
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留意点の第１点目は、対象が個人情報のみならず、仮名加工情報、匿名加工情報、個人関連情報といった情

報も含むこと、また、これらの取扱事業者を対象とすることである。個情法では、個人情報のみならず、仮名加工

情報等の情報についてもそれぞれの情報区分に応じた義務規定を事業者に課していることからである。 

第２点目は、「その他の関係者」も対象に含むという点である。これは２０２０年の改正に伴い追加されたもので、

個人情報等の取得または第三者提供等が違法に行われていないかを確認するため、取得元や提供先等に対す

る調査が必要となるが、これらの者が個人情報取扱事業者等とは限らないことから、調査の対象を個人情報取扱

事業者等に限定すべきでないこと等が理由とされている27。 

第３点目は、「資料の提出を求め」の部分である。個人情報保護委員会が創設される以前である、２０１５年の個

情法改正前の主務大臣制の下では、この規定はなかった28。しかし、違法性等を判断する際には、個人情報取

扱事業者等の個人情報取扱規程等の資料が必要な場合も多いため、追記された。 

第４点目は、この報告徴収権が、罰則により担保された法律行為である点である。個情法第１８２条の規定によ

り、報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告をし、若しくは虚偽の資料を提出した場合は、当該違反

行為を行った者には５０万円以下の罰金が科されることとなっている。また、同法第１８４条第１項第２号の規定によ

り、行為者のみならず、その法人に対しても同額の罰金刑を科すとされている。特定個人情報については、マイナ

ンバー法第５４条29の規定により、行為者に１年以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金、法人には同法第５７条第１

項第２号により同額の５０万円以下の罰金となっているので、事業者においても、十分な注意が必要である。 

 

（２）立入検査 

個人情報保護委員会は、第１４６条第１項に基づき、報告徴収権と同様に、立入検査権として、第４章（第５節を

除く。）の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者等その他の関係者に対し、個人情報等の取

扱いに関し、個人情報保護委員会の職員に、当該個人情報取扱事業者等その他の関係者の事務所その他必

要な場所に立ち入らせ、個人情報等の取扱いに関し質問させ、若しくは帳簿書類その他の物件を検査させること

ができる。 

留意点の第１点目は、この立入検査権が、２０１５年の個情法改正により、個人情報保護委員会の新たな権限と

して認められたということである 。改正前の主務大臣制の下では、事業者にとって立入検査の対象となることは

相当に重い負担になることを考慮し、認められていなかった。しかし、ＩＣＴの急速な発展により、個人情報がイン

ターネット上で流通する場面が大幅に拡大し、個人情報の漏えい等が発生するリスクも増大したこと等から、実効

的な監督手段として導入された30。 

もっとも、個人情報保護委員会において、当然のことながら、立入検査権の行使に当たっては、個情法の規定 

 

27 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１） ７６６頁参照 

28 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１） ７６７頁参照 

29 https://laws.e-gov.go.jp/law/425AC0000000027/ 

30 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１） ７６８頁参照 

https://laws.e-gov.go.jp/law/425AC0000000027/
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の施行に必要な限度においてという法律の規定に即した適正な執行が求められる。 

第２点目は、報告徴収権と同様に、本立入検査権も罰則により担保された法律行為であり、個情法第１８２条の

規定に基づき、職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは

忌避したときは、当該違反行為を行った者には、５０万円以下の罰金が科されるという点である。法人に対する罰

金刑についても、前述の報告徴収違反と同様であるので、留意が必要である。（特定個人情報についても、マイ

ナンバー法により、報告徴収権と同様の罰則規定がある。） 

第３点目は、立入検査権は、同法第１４６条第３項に基づき、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ないということである。犯罪捜査のために行われる立入検査は憲法第３５条の規定31により司法官憲が発する令状

に基づいて行わなければならないので、令状に基づかず行われる本立入検査は、犯罪捜査のために行うことはで

きず、行政上の監督措置の必要性を判断するために実施されるものを確認するものとされている32。 

 

（３）指導・助言 

個人情報保護委員会は、個情法第１４７条に基づき、第４章の規定の施行に必要な限度で、個人情報取扱事

業者等に対し、個人情報等の取扱いに関し必要な指導及び助言を行うことができる。 

留意点の第１点目としては、指導及び助言の法的性格は、前述した行政処分である（１）報告徴収及び（２）立

入検査と異なり、行政指導であり、法的拘束力はなく、したがって指導及び助言の不遵守等に関する罰則等の規

定も存しないということである。 

しかしながら、これを軽視していいものではない。一般的に行政指導は個別法の根拠がなくても国の行政機関

が行うことは可能であるが、本行政指導は個情法の本規定に基づくものであること、個人の権利利益の保護という

観点からも速やかな対応が重要であること、指導及び助言の不遵守等はその後の勧告等につながる事態となる

可能性もあること等も考慮し、事業者においては適切な対応が求められるものと考える。 

第２点目は、対象は個人情報に留まらず「個人情報等」であり、仮名加工情報、匿名加工情報、個人関連情報

を含むということである。仮名加工情報等の情報についても適正な取扱いを前提とした枠組みとなっているので、

留意が必要である。 

 

（４）勧告 

個人情報保護委員会は、個情法第１４８条第１項の規定により、個人情報取扱事業者等が個情法第１８条等の

規定に違反した場合において個人の権利利益を保護するため必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事

業者等に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を勧告することがで

きる。 

 

31 https://laws.e-gov.go.jp/law/321CONSTITUTION?tab=cited 

32 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）７６９頁参照 
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留意点の第１点目は、（３）指導及び助言と異なり、勧告の対象となる規定が法律に限定列挙されているというこ

とである。具体的には、第１８条の「利用目的による制限」、第１９条の「不適正な利用の禁止」、第２０条の「適正な

取得」、第２１条の「取得に際しての利用目的の通知等」、第２３条の「安全管理措置」、第２４条の「従業者の監督」、

第２５条の「委託先の監督」、第２６条の「漏えい等の報告等」、第２７条の「第三者提供の制限」、第２８条の「外国

にある第三者への提供の制限」、第２９条（第三者提供に係る記録の作成等）等である33。個人情報保護の中心

的義務規定が勧告の対象となっているが、一方で、すべての義務規定が対象となっているわけでもなく、例えば、

第１７条の「利用目的の特定」は義務規定であるが、勧告の対象行為としては規定されていない。第１７条が勧告

の対象行為とされていない理由としては、利用目的の特定に問題があるとしても、第１８条（利用目的による制限）

に関する勧告で対応できると考えたからであるとされている34。 

留意点の第２点目は、勧告は（３）指導・助言よりは強い行政作用ではあるが、同様に行政指導であるということ、

従って、勧告に従わなかったこと自体の罰則規定は存しないということである。 

しかしながら、勧告については（３）指導・助言にはない、対象行為の法定列挙が厳格かつ慎重になされている

こと、勧告の要件として、違反行為のみならず、違反行為による個人の権利利益保護の必要性も規定しているこ

と、後述する命令の前置としての勧告の位置付けが法定されていること等からいえば相当に重い意味を持つから、

事業者としては、より迅速かつ適正な是正措置の実行が必要であることに深く留意すべきである。 

第３点目は、「当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置」という部分である。法律上、勧

告の措置内容が明確に定められており、事業者においては、適切かつ計画的な是正措置の実行により、早期に

違反状態を解消する必要がある。 

 

（５）命令 

個人情報保護委員会は、個情法第１４８条第２項の規定により、勧告を受けた個人情報取扱事業者等が正当

な理由がなく、その勧告に係る措置をとらなかった場合、個人の重大な権利利益の侵害が切迫していると認める

ときは、当該個人情報取扱事業者等に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

留意点の第１点目は、本命令は「勧告を受けた個人情報取扱事業者等が正当な理由がなく、その勧告に係る

措置をとらなかった場合」に、「その勧告に係る措置をとるべき」ことについて出されるもので、勧告前置という基本

的な考えを取っていることである。したがって、勧告で出された措置内容を上乗せするような命令はできないとい

うことになる。この仕組みは、特定個人情報についても、マイナンバー法第３４条第２項の規定により同様である。 

第２点目は、命令には「個人の重大な権利利益の侵害が切迫していると認めるとき」という要件が課されており、

勧告よりも更に要件が上乗せされている。この「個人の重大な権利利益」については、権利利益を侵害される個人 

 

33 第２３条「安全管理措置」については、HLO_Newsletter_December_2025.pdf ４頁以下参照 

第２５条「委託先の監督」については、HLO_Newsletter_October_2025.pdf ３頁以下参照 

第２６条「漏えい等の報告等」については、Microsoft Word - HLO Newsletter June 2025_HP² (.doc ２頁以下参照 

34 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）７７２頁から７７５頁参照 

https://www.hashidatelaw.com/assets/newsletter/HLO_Newsletter_December_2025.pdf
https://www.hashidatelaw.com/assets/newsletter/HLO_Newsletter_October_2025.pdf
https://www.hashidatelaw.com/assets/newsletter/HLO_Newsletter_June_2025.pdf
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の数の多さと個々の権利利益侵害の程度の大きさの双方を考慮して判断されることとなるとされている35が、まさ

にこの点については、合議制の独立性の高い行政機関である個人情報保護委員会において適正かつ慎重な審

議を経て判断されるべきものであろう。 

第３点目は、命令は、勧告と違い、罰則により担保された法的拘束力のある行政処分ということである。具体的

には個情法第１７８条の規定により、命令に違反した場合は、行為者に対して１年以下の拘禁刑又は１００万円以下

の罰金が科されるとともに、法人等に対しては、第１８４条第１項第１号の法人重科規定により、２０２０年の個情法改

正から、それまでの３０万円以下から１億円以下の罰金と大幅に金額が増額されているので、事業者においては、

十分な留意が必要である。（特定個人情報については、マイナンバー法第５３条の規定により行為者に対して２年

以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金、同第５７条第１項第１号により法人に対して１億円以下の罰金となってい

る。） 

 

（６）緊急命令 

個人情報保護委員会は、個情法第１４８条第３項の規定に基づき、前二項の規定にかかわらず、個人情報取

扱事業者等が第１８条等の規定に違反した場合において、個人の重大な権利利益を害する事実があるため緊急

に措置をとる必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者等に対し、当該違反行為の中止その他違反

を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

ここでは、この第１４８条第３項による命令を、同条第２項に基づく命令と区分して「緊急命令」と呼ぶこととする。

（５）命令と同様の法律効果のある命令であるが、勧告前置を要しない緊急命令として、更にその要件が厳しく規

定されている。 

留意点の第１点目としては、対象となる規定が、勧告よりもさらに絞り込まれている。具体的には、勧告で入って

いた第２１条の「取得に際しての利用目的に通知等」、第２９条の「第三者提供に係る記録の作成等」等は除かれ

ている。 

第２点目としては、通常の勧告前置の命令の際の「個人の重大な権利利益の侵害が切迫していると認めるとき」

という要件よりも、更に厳しい「個人の重大な権利利益を害する事実があるため緊急に措置をとる必要があると認

めるとき」という要件が課されていることである。この解釈としては、すでに発生している個人の重大な権利利益の

侵害の継続を停止させるために迅速な措置をとらなければならないと認めるときとされている36。また、特定個人

情報についても、マイナンバー法第３４条第３項の規定により、同様の緊急命令ができる。 

罰則による担保等の内容については、通常の命令と同様である。 

 

９ 監視・監督権限行使の留意点 

個人情報保護委員会の有する６つの監視・監督権限の種類及びそのポイントについては前述のとおりであるが、 

 

35 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）７７７頁参照 

36 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）７８１頁参照 
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全体的な留意点についても、いくつか触れておく。 

はじめに、同法第１４９条に規定する個人情報保護委員会の権限の行使の制限についてである。 

同条第１項により、個人情報保護委員会は、個人情報取扱事業者等に対し、報告若しくは資料の提出の要求、

立入検査、指導、助言、勧告又は命令を行うに当たっては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動

の自由を妨げてはならないとされている。 

また、同条第２項により、個人情報保護委員会は、前項の規定の趣旨に照らし、個人情報取扱事業者等が第５７

条第１項各号に掲げる者（それぞれ当該各号に定める目的で個人情報等を取り扱う場合に限る。）に対して個人情

報等を提供する行為については、その権限を行使しないものとされており、同法第５７条第１項各号にて、 

・放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。）が報道の用に供する目的 

・著述を業として行う者が著述の用に供する目的 

・宗教団体が宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 

・政治団体が政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 

が規定されている。 

次に、事業所管大臣への権限の委任についてである。それまでの主務大臣制から独立性の高い３条委員会であ

る個人情報保護委員会が設立された趣旨からすればすべての監視・監督権限を委員会に集中させるのが筋では

ないかという話も理解できるが、個人情報取扱事業者等に対する個人情報保護委員会による一元的な監督体制と

いう前提を損なわず、事業所管大臣のリソースを委員会が活用するため、一定の要件のもとに、一部の監督権限を、

個情法第１５０条に基づき委任できるようにしたものである37。 

現在、具体的には、総務大臣・財務大臣等の事業所管大臣に対して、漏えい等の報告を受ける権限、報告等の

求め及び立入検査を行う権限、並びに送達に係る権限を委任している38。 

もっとも、個情法に基づく、指導・助言、勧告、命令等の中核的な監視・監督権限は、事業所管大臣には委任して

おらず、一元的に個人情報保護委員会のみが有している点に留意する必要がある。 

 

１０ 監視・監督権限の最近の行使状況 

ここまで、個人情報保護委員会の有する６つの監視・監督権限の法的性格や留意点について詳細に説明したが、

実際の権限行使状況はどうなっているのだろうか。 

紙幅の関係もあるので、ここでは、個情法に基づく個人情報取扱事業者等に対する監視・監督権限の最近の行

使状況について概観する。 

直近に公表されている２０２４年度の権限行使状況による39と、（１）報告徴収が１４８件（前年度１４９件）、（２）立入検

査が４７件（前年度３１件）、（３）指導・助言が３９５件（前年度３３３件）、（４）勧告が１件（前年度３件）、（５）命令及び（６） 

 

 

37 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）７８７頁参照 

38 https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/kengenInin/ 

39 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/070610_annual_report.pdf ３０頁参照 

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/kengenInin/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/070610_annual_report.pdf
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緊急命令40が０件（前年度０件）となっている。 

指導・助言が３９５件と前年度に比べてかなり増加していること、また勧告、命令及び緊急命令については、それぞ

れ１件、０件と数が少ない状況であることからすると、個人情報保護委員会において、法律の要件に則り、厳格に権

限を行使している状況が分かる。なお、命令については２０２２年度に１件報告されており41、緊急命令については、２

０２５年５月に初めて実施されたことが公表されている。 

 

１１ 命令・緊急命令の事案について 

ここで、これまで説明した個人情報委員会の有する監視・監督権限の理解を更に深めるため、直近の命令及び

緊急命令の具体的事案をもとに説明する。 

（１）２０２２年度の命令等事案 

本事案は、多数の破産者等の個人情報を個情法に反する態様で継続的にウェブサイトに掲載していた事案で

ある42。 

個人情報保護委員会は、２０２２年７月、個人情報取扱事業者に対し、以下の３点を理由として、個情法第１４５条

第１項（現在の第１４８条）に基づき、本件ウェブサイトを通じた個人データの提供を直ちに停止するよう勧告した43。 

①不特定多数の者による当該破産者等に対する人格的、財産的差別が誘発されるおそれがあることが十分に

予見できるにもかかわらず、インターネット上に公開されている地図データと紐づける形で個人情報を掲載して

いることから同法第１９条（不適正な利用の禁止）に違反 

②個人情報の取得に際して速やかにその利用目的を本人に通知し、又は公表していないことから同法第２１条第

１項（取得に際しての利用目的の通知等）に違反 

③インターネット上において個人データが不特定多数の者から閲覧可能な状態におかれているにもかかわらず

係る第三者提供に際してあらかじめ本人の同意を得ていないことから同法第２７条第１項（第三者提供の制限）

に違反 

しかし、その後、正当な理由なく当該勧告に係る措置が講じられなかったため、当該個人情報取扱事業者に

対し、２０２２年１１月、個情法第１４５条第２項（現在の第１４８条）に基づき、当該ウェブサイトを通じた個人データの

提供を直ちに停止するよう命令を行った44。 

命令の理由としては、本件ウェブサイトにおける個人情報等の取扱いが個情法に違反していると認められ、本

件事業者に対し、２０２２年７月、本件ウェブサイトを通じた個人データの提供を直ちに停止することを求める個情

法第１４５条第１項（現在の第１４８条）に基づく勧告を発出したが、正当な理由なくその勧告に係る措置がとられな

かったこととしている。 

 

40 年次報告上は、一つの「命令」の区分となっている。 

41 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/050609_annual_report.pdf ３１頁参照 

42 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/050609_annual_report.pdf １２頁参照 

43 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220720_shiryou.pdf 

44 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/221102_shiryou-1.pdf 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/050609_annual_report.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/050609_annual_report.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220720_shiryou.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/221102_shiryou-1.pdf
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前述した（４）勧告及び（５）命令の発令法定根拠や勧告前置の手続き等が適正に遵守されている状況が具体

的に把握できるので、参考として欲しい。 

 

（２）２０２５年度の緊急命令等事案

本事案は、２０２５年５月１６日、名簿販売の事業を営むＡ社に対し、個情法第１４８条第３項の規定により命令を

行った事案45であり、個人情報保護委員会として発令した初めての緊急命令として大きく報道された。 

緊急命令の内容としては、以下の２点である。 

①個情法第１９条（不適正な利用の禁止）の規定に違反する個人情報の提供を直ちに中止すること。 

②同条の規定に違反する個人情報の提供を一切行わないよう、２０２５年５月３０日までに、違法又は不当な行為

に及ぶ者ではないことを確認することを会社規程に盛り込み、個人情報の取扱状況について定期的に監査を

実施するなど、確実な体制整備を行うこと。 

緊急命令の理由としては、個人情報保護委員会は、警察から「特殊詐欺グループの被疑者が、Ａ社名義の銀

行口座等へ送金していた事実が確認された。」旨の情報提供を受け、２０２５年４月１８日、Ａ社に対し、同法第１４６

条第１項の規定による立入検査を実施したところ、Ａ社における個人情報の取扱いについて、同法第１９条の規定

違反及び個人の重大な権利利益を害する事実が認められたものである。 

緊急命令の具体的な理由としては、以下の４点である。 

①Ａ社は、２０２３年５月から２０２４年１０月にかけて、名簿の販売先が違法な行為に及ぶ者である可能性を認識し

ていたにもかかわらず、個人情報を提供。 

②Ａ社が①で提供した個人情報は、個人情報に係る本人の重大な財産的被害等を及ぼす特殊詐欺グループに

提供。 

③Ａ社代表取締役の説明によれば、同社における他の名簿販売に関しても、「個人名からの入金であり、法に違

反するような行為に名簿を利用すると思われる者に対する名簿の提供である。」との認識を持ちながら個人情

報を提供。①を含むこれらの行為は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法による

個人情報の利用であり、個情法第１９条の規定（不適正な利用の禁止）に違反。 

④Ａ社は、提供先が違法な行為に及ぶ者である可能性を認識しながら個人情報の提供を行っており、提供され

た個人情報に係る本人は、特殊詐欺グループからの連絡の可能性にさらされることにより現に本人の平穏な生

活を営む権利利益が侵害された。このような権利利益の侵害が、同社の反復継続的な個人情報の提供行為

により拡大され続けている中、今後も含め、本人への特殊詐欺による財産的被害につながりかねない状況。 

また、同時に第２９条第１項（第三者提供に係る記録の作成等）違反を理由とする第１４８条第１項の規定による

勧告、緊急命令、勧告の履行を定期的に確認する第１４６条第１項の規定により報告徴収も実施されている。 

本事案については、Ａ社が提供した個人データが特殊詐欺等の違法行為に利用され、個人データに係る本

人の重大な権利利益が侵害される事態である上、意図的に法違反が繰り返されていたものであって、法令違反

の重大性が極めて悪質な事案であるとの個人情報保護委員会の認識が示されている。 

 

45 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/250516_shiryou-2.pdf 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/250516_shiryou-2.pdf
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本ニューズレターは、一般的な情報を提供する目的で作成されたものであり、特定の事実関係を前提とする具体的な法的アドバイスを

提供するものではありません。本ニューズレターで紹介する法令又は判例の個別事案に対する適用可能性につきましては、具体的な事実

関係に依拠することになりますので、弁護士等の専門家にご相談ください。また、本ニューズレターの記載のうち、意見もしくは見解に

わたる部分は執筆担当者の個人的な見解であり、当事務所もしくは当事務所のクライアントの見解又はそれらの見解を代表するものでは

ありません。 

 

本ニューズレターの内容につきましてお問い合わせ等ございましたら、執筆担当者までご遠慮なくご連絡下さいますよう、お願い致しま

す。また、本ニューズレターの配信の停止をご希望の場合には、newsletter@hashidatelaw.com(ニューズレター専用)までご連絡下さいま

すよう、重ねてお願い申し上げます。 

 

Contact Information 

 

弁護士法人外立総合法律事務所には、本ニューズレターでご紹介した事案以外も行政事件訴訟を担当しております。また、行政庁での勤

務経験を有する弁護士を含め、複数の行政事件について経験・実績を有する弁護士が多数所属しており、行政事件業務の経験と実績を着

実に積み重ね、あらゆる種類の行政事件案件につき、被告側として受任した事件は全て勝訴判決に導いており、最良のサービスを提供出

来る体制を整えております。 

 

弁護士法人外立総合法律事務所 

HASHIDATE LAW A PROFESSIONAL LAW CORPORATION 

〒100-0011 東京都千代田区内幸町 1-1-1 帝国ホテル本館 5 階 

TEL:   03-3504-3800（代表） FAX:   03-3504-1009（代表） 

URL:   https://www.hashidatelaw.com/ 

Email:  kenjihashidate@hashidatelaw.com 
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前述した緊急命令の法的要件の詳細検討、緊急命令の要件からは除かれ、勧告の要件には入っている第２９

条第１項（第三者提供に係る記録の作成等）違反を理由とする勧告、詳細な事実関係を把握する立入検査の実

施、緊急命令等の履行を確保する定期的な報告を求める報告徴収の実施など、これまで説明してきた個人情

報保護委員会の監視・監督権限の具体的な適正行使状況を確認できるので、参考として欲しい。 

 

１２ まとめ 

これまで２号にわたって、個人情報保護委員会の組織・権限等について詳細な説明を行い、その理解を深めてき

た。 

個情法については、現在、いわゆる３年ごと見直しの法案が国会に提出・審議中であり、現時点（２０２６年５月１４日

現在）で、確定的なことは申し上げられないが、個人情報保護委員会が公表した法案の資料46によると、大きな柱の

一つとして規律遵守の実効性確保のための規律が設定され、その中で、課徴金の導入、勧告・命令等の確保等、

様々な改正が検討されている。 

また、個人情報保護委員会は創設後１０年を迎え、シンボルマーク（創立１０周年版）も発表47された。個人情報保

護委員会の認識として、この１０年で培った基盤の上に、個人情報保護制度の司令塔として、時代や社会の変化に

的確に対応しながら、個人情報の保護及び適正かつ効果的な利活用の促進を図り、制度の実効性を高め、国民

の安心・安全が確保されるよう取り組んでいくことが示されている。 

まさに、個人情報保護委員会の存在意義と今後の方向性を示すものであり、私も同様の認識である。 

今回、個人情報保護委員会、その前身となる特定個人情報保護委員会の創設の頃も含めて、その組織や業務

の拡大状況、個情法及びマイナンバー法に基づく監視・監督権限の詳細等について説明してきたが、前月号冒頭

で言及した「無限の拡がり」を有する個人情報、個人データ等をめぐる諸問題の解決に向けて、原点に返っての今

回の「個人情報保護委員会の理解促進」が少しでも役立てば幸いである。 

 

46 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/260407_kisyahaifusiryou.pdf ５頁、１６頁から２０頁参照 

47 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/20260420_houdou.pdf 
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